
 

（様式６） 

判断基準が法令の定めに言い尽くされている場合の当該法令の規定 

 

処分基準（不利益処分関係） 

 

資料番号 10 担当課 子育て支援課 

法令名 児童扶養手当法 根拠条項 ９の２ 
不利益処

分の種類 
支給の制限 

○児童扶養手当法（昭和三十六年十一月二十九日法律第二百三十八号） 

（支給の制限） 

第九条の二 手当は、受給資格者（前条第一項に規定する養育者に限る。以下この条において同 

じ。）の前年の所得が、その者の扶養親族等及び当該受給資格者の扶養親族等でない児童で当該 

受給資格者が前年の十二月三十一日において生計を維持したものの有無及び数に応じて、政令 

で定める額以上であるときは、その年の八月から翌年の七月までは、支給しない。 

 

○児童扶養手当法施行令（昭和三十六年十二月七日政令第四百五号） 

（法第九条から第十条までの政令で定める額等） 

第二条の四 

７ 法第九条の二に規定する政令で定める額は、同条に規定する扶養親族等及び児童がないとき 

は、二百三十六万円とし、扶養親族等又は児童があるときは、当該扶養親族等又は児童の数に 

応じて、それぞれ次の表の下欄に定めるとおりとする。 

扶養親族等又は児童の数 金額 

一人 二、七四〇、〇〇〇円 

二人以上 二、七四〇、〇〇〇円に扶養親族等又は児童のうち一人を除 

いた扶養親族等又は児童一人につき三八〇、〇〇〇円を加算 

した額（所得税法に規定する老人扶養親族があるときは、そ 

の額に当該老人扶養親族一人につき（当該老人扶養親族のほ 

かに扶養親族等がないときは、当該老人扶養親族のうち一人 

を除いた老人扶養親族一人につき）六〇、〇〇〇円を加算し 

た額） 

（手当の支給を制限する場合の所得の範囲） 

第三条 法第九条から第十一条までに規定する所得は、前年の所得のうち、地方税法（昭和二十 

五年法律第二百二十六号）第四条第二項第一号に掲げる道府県民税（都が同法第一条第二項の 

規定によつて課する同法第四条第二項第一号に掲げる税を含む。以下同じ。）についての同法そ 

の他の道府県民税に関する法令の規定による非課税所得以外の所得（母子及び父子並びに寡婦 

福祉法施行令（昭和三十九年政令第二百二十四号）第二十九条第一項に規定する母子家庭高等 

職業訓練修了支援給付金及び同令第三十一条の九第一項に規定する父子家庭高等職業訓練修了 

支援給付金（次条第一項において「母子家庭高等職業訓練修了支援給付金等」という。）に係る 

ものを除く。）とする。ただし、法第九条第一項に規定する受給資格者が母である場合にあつて 

は、当該母がその監護する児童の父から当該児童の養育に必要な費用の支払として受ける金品 

その他の経済的な利益（当該児童の世話その他の役務の提供を内容とするものを除く。以下こ 

の項及び次条第一項において同じ。）に係る所得を含むものとし、法第九条第一項に規定する受 

給資格者が父である場合にあつては、当該父がその監護し、かつ、これと生計を同じくする児 

童の母から当該児童の養育に必要な費用の支払として受ける金品その他の経済的な利益に係る 



所得を含むものとする。 

２ 法第十二条第二項各号に規定する所得は、同条第一項の損害を受けた年の所得のうち、前項 

に規定する範囲の所得とする。 

（手当の支給を制限する場合の所得の額の計算方法） 

第四条 法第九条第一項及び第九条の二から第十一条までに規定する所得の額は、その年の四月 

一日の属する年度（以下「当該年度」という。）分の道府県民税に係る地方税法第三十二条第一 

項に規定する総所得金額（母子家庭高等職業訓練修了支援給付金等に係るものを除く。）、退職 

所得金額及び山林所得金額、同法附則第三十三条の三第一項に規定する土地等に係る事業所得 

等の金額、同法附則第三十四条第一項に規定する長期譲渡所得の金額、同法附則第三十五条第 

一項に規定する短期譲渡所得の金額、同法附則第三十五条の四第一項に規定する先物取引に係 

る雑所得等の金額、租税条約等の実施に伴う所得税法、法人税法及び地方税法の特例等に関す 

る法律（昭和四十四年法律第四十六号）第三条の二の二第四項に規定する条約適用利子等の額 

並びに同条第六項に規定する条約適用配当等の額の合計額（以下この項において「総所得金額 

等合計額」という。）から八万円を控除した額とする。ただし、法第九条第一項に規定する受給 

資格者が母である場合にあつては、総所得金額等合計額及び当該母がその監護する児童の父か 

ら当該児童の養育に必要な費用の支払として受ける金品その他の経済的な利益に係る所得の金 

額の百分の八十に相当する金額（一円未満の端数があるときは、これを四捨五入して得た金額） 

の合計額から八万円を控除した額とし、同項に規定する受給資格者が父である場合にあつては、 

総所得金額等合計額及び当該父がその監護し、かつ、これと生計を同じくする児童の母から当 

該児童の養育に必要な費用の支払として受ける金品その他の経済的な利益に係る所得の金額の 

百分の八十に相当する金額（一円未満の端数があるときは、これを四捨五入して得た金額）の 

合計額から八万円を控除した額とする。 

２ 次の各号に掲げる者については、当該各号に定める額を前項の規定によつて計算した額から 

それぞれ控除するものとする。 

一 当該年度分の道府県民税につき、地方税法第三十四条第一項第一号、第二号、第四号又は 

第十号の二に規定する控除を受けた者 当該雑損控除額、医療費控除額、小規模企業共済等 

掛金控除額又は配偶者特別控除額に相当する額 

二 当該年度分の道府県民税につき、地方税法第三十四条第一項第六号に規定する控除を受け 

た者 その控除の対象となつた障害者一人につき二十七万円（当該障害者が同号に規定する 

特別障害者である場合には、四十万円） 

三 当該年度分の道府県民税につき、地方税法第三十四条第一項第八号に規定する控除を受け 

た者（母及び父を除く。） 二十七万円（当該控除を受けた者が同条第三項に規定する寡婦で 

ある場合には、三十五万円） 

四 当該年度分の道府県民税につき、地方税法第三十四条第一項第九号に規定する控除を受け 

た者 二十七万円 

五 当該年度分の道府県民税につき、地方税法附則第六条第一項に規定する免除を受けた者 

当該免除に係る所得の額 

３ 前二項の規定は、法第十二条第二項各号に規定する所得の額の計算について準用する。この 

場合において、第一項中「その年」とあるのは、「法第十二条第一項の損害を受けた年の翌年」 

と読み替えるものとする。 

 

 

 

 
 


